
This paper summarizes how the effective length factors calculated by the G-factor method can be utilized based on previous 

papers. First, 1) proposed evaluation formulas for effective length factors are summarized in Tables.  Furthermore, it is shown 

that 2) the effective length factors by the G-factor method give the factors related to story buckling, 3) the G-factor can be used 

to calculate the moment amplification coefficients due to the P-Δ effect in a uniform frame, and 4) the effective length factors of 

multi-story, multi-span frames can be calculated by using the concept of story buckling loads and buckling-associated stories. 
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１. 序

 鋼構造骨組の柱の設計では，骨組の安定性に関して配慮を行うた

め，柱の座屈長さ係数を評価する必要がある 1), 2)．均等な骨組の中

の柱に対する座屈長さ係数の評価に関しては，文献 1), 2)に G ファ

クタを用いた設計図表が与えられている（付録 1 参照）．この図表

は，図 1 に示す均等な骨組から取り出した図 2 に示すキ形の部分骨

組に対して，幾つかの仮定の下に導かれた三角関数を含む座屈条件

式より作成されたものであり，座屈長さ係数の概略値を求めるには

簡便で使いやすい．しかしながら，座屈長さ係数を数式で陽には表

現できておらず，座屈条件式より正確な座屈長さ係数を算定するに

は，繰返し計算が必要であり，煩雑である（本論文では，上記のキ

形の部分骨組に対して三角関数を含む座屈条件式より得られる座屈

長さ係数を正解の座屈長さ係数とする）．

このような状況の下，筆者らは文献 3)～6)で均等骨組の中の柱の

座屈長さ係数評価式を提示している．文献 3)，4)では図 2 のキ形の

部分骨組と座屈条件式が同じとなる図 3(a)のロ形骨組に対してエネ

ルギ法を用いて，それぞれ節点移動のある場合，ない場合の座屈長

さ係数評価式を提示した．また，文献 5)では，文献 3)と同様な手

法で，ブレース付き骨組の座屈長さ係数評価式を提示した．文献

6)では文献 3)と同じ解析モデルに対して，座屈時の骨組に蓄えられ

るコンプリメンタリエネルギが外力のなす仕事に等しいとして高精

度の座屈長さ係数評価式を提示した．

筆者ら以外も，文献 7)～10)で，正解の座屈荷重や座屈長さ係数

を陽に評価する近似式を提示している．また，G ファクタ法により

求めた座屈長さ係数は単に均等な骨組の中の柱の座屈長さ係数を評

価するだけでなく，不均等 1 層多スパン骨組の中の柱の座屈荷重・

座屈長さ係数評価 11)，12)や，多層多スパン骨組の層の座屈荷重 13),14)，

多層多スパン骨組全体の座屈荷重 14)，吹抜け層がある骨組の吹抜

け長柱の座屈長さ係数の算定 15), 16)にも用いることができることが

示されている（付録 1 参照）．さらに，筆者らは均等な骨組内の柱

の，PΔモーメントに起因する曲げモーメントや部材角の軸力がな

い場合からの拡大率を，G ファクタを用いて評価できることを報告

している 17),18)．

上記のように，G ファクタや G ファクタ法による座屈長さ係数

を用いて応用できることが多々あるが，全体として整理された文献

はない状況にある．本論文は G ファクタや G ファクタ法により算

定された座屈長さ係数がどのように活用できるかを既往の論文に基

づいて整理し，レビューするとともに今後の課題について論じたも

のである．

２. 座屈長さ係数評価式

本章では，G ファクタ法を用いた座屈長さ係数評価の現況を示す
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ために，2.1 節で節点移動のある場合，2.2 節で節点移動のない場合

の我が国で提案されている座屈長さ係数評価式を示す． 

2.1 節点移動のある場合 

2.1.1 節点移動のある場合の正解（文献 2)） 

 文献 2)では節点移動のある均等な骨組について，図 1 に示す均

等な骨組から取り出した図 2(a)の部分骨組の中の柱 AB の座屈長さ

係数の算定法を示している．図 2 において，記号 I は部材の断面 2

次モーメント，h，l はそれぞれ柱の長さ（階高），梁の長さであり，

前添字 A，B は接合する節点，後添字 c，g はそれぞれ柱，梁を表

している．解析仮定として，1) 骨組内のすべての柱は同時に座屈

する，2) 図 2(a)に示す点 A1，A，A2のたわみ角θA1，θA，θA2および，

点 B1，B，B2 のたわみ角θB1，θB，θB2 は式(1)に示すよう仮定してい

る．すなわち，柱を拘束する梁の両端のたわみ角は大きさと向きが

等しいと仮定している． 
  1 2A A Aθ θ θ= = , 1 2B B Bθ θ θ= =  (1) 

また，3) 梁のモーメントは節点 A および B において上下の柱にそ

の剛度に応じて分配されると仮定している．文献 19)，20)では，上

記の仮定に加えて以下のことを仮定しているとの記述がある．すな

わち，i) 挙動は弾性である，ii) 部材は等断面である，iii) 接合部は

剛である，iv) 柱剛性パラメータは全ての柱で等しい，である（柱

剛性パラメータは式(6)で定義される）． 

 上記の仮定のもと，文献 2), 19), 20)では，座屈条件式として表 1

の式(T1.1)を示している．式(T1.1)のγ は座屈長さ係数であり，GA，

GBはそれぞれ式（T1.2），式(T1.3)で算定する． 

2.1.2 文献 3)「節点移動のある均等な骨組の柱材の実用座屈長さ

評価式（津田,2001）」 

 文献 3)では，図 2(a)の部分骨組の表 1 に示す式(T1.1)と同じ座屈

条件式となる図 3(a)に示す下梁の剛比が 1/GB，上梁の剛比が 1/GA

のロ形骨組を対象として，エネルギ法を用いて座屈長さ係数を算定

している．仮定するたわみ形としては図 3(b)に示すロ形骨組の柱頭

に水平力を作用させたときのたわみ形を用いている．得られた座屈

長さ係数評価式は表 1 の式(T2.1)となる．なお，点 A が固定，ピン

の場合の座屈長さ係数γFIX，γPIN は，それぞれ GA=0，GA=∞として，

式(T2.2)，式(T2.3)が得られる． 

 エネルギ法による座屈荷重は真の座屈荷重の上界を与えるため，

式(T2.1)～(T2.3)に示す座屈長さ係数評価式は真の値の下界を与え

る．このため文献 3)では，固定－ピンや，固定－固定の時に正解

を与えるように，式(T2.1)～(T2.3)の右辺の / 10π (≒0.993)を 1.0

とした式(T3.1)～(T3.3)を設計用の座屈長さ係数評価式として提案

している． 

2.1.3 文献 7)「吹き抜け柱の座屈長さ（柴田,2003）」 

 文献 7)では，吹抜け柱を含む節点移動のある骨組の座屈荷重を

評価する事を目的としているが，その過程で表 1 の式(T1.1)が与え

る座屈荷重の近似座屈荷重評価式を提示している（文献 7)中の式

(6b)）．提示された座屈荷重評価式を，座屈長さ係数γと G ファクタ

を用いて表記すると，式(T4.1)となる．なお，点 A が固定，ピンの

場合の座屈長さ係数γFIX，γPIN は，それぞれ式(T4.2)，式(T4.3)とな

る．文献 7)では，0.1<GB/GA<10 の範囲で正解と良い対応をすると

記されているが，具体的な誤差の値は示されていない． 

2.1.4 文献 6)「節点移動のある均等な骨組の柱材の高精度座屈長

さ係数評価式（津田・城戸・西村,2025）」 

 文献 6)では，文献 3)と同様に図 3(a)のロ形骨組に対して，図

3(b)に示す変形状態に対して，座屈時に蓄えられる柱および梁のコ

ンプリメンタリエネルギが圧縮力 P のする仕事と等しいとして，

座屈長さ係数評価式を式(T5.1)のように提示している．点 A が固

定，ピンの場合の座屈長さ係数γFIX，γPIN は式(T5.2)，(T5.3)とな

る． 

 式(T5.1)は， 0.25 4.0B AG G≤ ≤ の範囲では，正解値と比較して概

ね相対誤差 0.25%以内で座屈長さ係数を評価できるとしている． 
2.2 節点移動のない場合 

2.2.1 節点移動のない場合の正解（文献 2)） 

 文献 2)，19)，20)では節点移動の無い均等な骨組について，均等

な骨組から取り出した図 2(b)の部分骨組の中の柱 AB の座屈長さ係

数の算定法を示している．図 2(b)中の記号は図 2(a)と同じであり，

解析仮定は，柱の節点は図 2(b)に示すように水平方向へ変位せず，

2.1.1 項で記した仮定 1)～3)のうち，2)が下記のようになることが

異なる．すなわち，図 2(b)に示す点 A1，A，A2 のたわみ角θA1，

θA，θA2 および，点 B1，B，B2 のたわみ角θB1，θB，θB2 は式(2)に示

すように，柱を拘束する梁の両端のたわみ角は大きさが等しく，向

きが反対であると仮定している． 

  1 2A A Aθ θ θ= − = − , 1 2B B Bθ θ θ= − = −  (2) 

 上記の仮定のもと，文献 2), 19), 20)では，座屈条件式として表 2

の式(T6.1)を示している． 

2.2.2 文献 4)「節点移動のない均等な骨組の柱材の実用座屈長さ

評価式（津田,2002）」 

 文献 4)では，文献 3)と同様に図 3(a)に示す下梁の剛比が 1/GB，

上梁の剛比が 1/GA のロ形骨組を対象として，エネルギ保存則を用

いて座屈長さ係数を算定している．仮定するたわみ形としては，1)

柱に等分布荷重を作用させたときのたわみを算定し，2) 次にその

たわみの曲率に比例する分布荷重を柱に作用させたときの 6 次式と

図 1 均等な骨組 図 2 部分骨組 

      

A 

B 

(a) 節点移動あり (b) 節点移動なし 

図 3 ロ形骨組 

(a) 等価な骨組 (b) 仮定する座屈

モードを作る荷重 

H 剛比1/GA

剛比1/GB

剛比 1剛比 1

PP
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なるたわみ形を仮定している．得られた座屈長さ係数評価式は表 2

の式(T7.1)となる．なお，点 A が固定，ピンの場合の座屈長さ係数

γFIX，γPIN は，それぞれ GA=0，GA=∞として，式(T7.2)，式(T7.3)が

得られる． 

 式(T7.1)による座屈長さ係数は正解より小さめであるが相対誤差

e を-0.15% < e < 0.00%の範囲で評価できる 9)． 

2.2.3 文献 8)「水平移動が拘束される骨組内柱の単独座屈及び連

成座屈荷重の近似評価法（王・五十嵐,2011）」 

 文献 8)では，水平移動が拘束された骨組内柱の単独座屈と系の

連成座屈の関係やそれらの座屈長さ係数の近似評価法を論じている．

その過程で，表 2 の式(T8.1)を提示している．この式は，Ω1 等に係

る係数を，遺伝的アルゴリズムを用いて誤差の絶対値が小さくなる

ように最適化解析を行い，さらに誤差が正（座屈長さ係数が真のも

のより大きい）となるように努めたものである．誤差は-0.07～

0.95%である 9)．  

2.2.4 文献 10)「水平荷重を受ける多層多スパン平面骨組の弾性

座屈性状の考察と柱の座屈長さ算定手法の提案（高田・多

田・向出,2015）」 

 文献 10)では，両端に回転ばねが付いた柱に対して，たわみ曲線

を部材中央で分けた 2 つの 3 次曲線で近似し，仮想仕事の原理を適

用して座屈荷重を算定している．表 2 の式(T9.1)は文献 10)の座屈

荷重式を座屈長さ係数γ と G ファクタを用いて表したものである．

正解の座屈長さ係数に対する相対誤差は-3.72～-0.44%である 9)． 

2.2.5 文献 9)「水平荷重による柱軸力を受ける鋼構造ラーメン骨

組中の柱における弾性座屈性状の考察と座屈軸力算定手法

の提案（高田,2014）」 

 文献 9)では文献 10)の式に対して，誤差ができるだけ小さく，か

つ座屈長さ係数を正解よりも大きくなるように係数を調節したもの

で，正解の座屈長さ係数に対する相対誤差は 0.01～0.49%である 9)． 

2.3 補剛材のついた節点移動のある均等骨組 

2.3.1 文献 5)「均等なブレース付き骨組の柱材の実用座屈長さ評

価式（城戸・津田,2007）」 

 文献 5)では，均等なブレース付き骨組の座屈荷重および座屈長

さ係数をエネルギ法に基づき提示している．座屈長さ係数評価式は

表 3 の式(T11.1)であり，式中の kH は無次元水平剛性で，下式(3)で

定義される．式(3)右辺の K はブレースの基準水平剛性で，式(4)で

定義される，Khは層のブレースの水平剛性の総和である． 

表 1 節点移動のある場合 

文献 座屈⻑さ係数評価式番号
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{ }
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  h
H

Kk
K

=   (3)，          ( )
2

31 cEIK n
h

π= +  (4) 

ここに，n はスパン数，EIcは柱の曲げ剛性，h は階高である． 

 

３. G ファクタ法により得られる座屈長さ係数の意味と活用法 

 本章では，G ファクタ法を用いて得られる座屈長さ係数に関し

て，その意味や活用法について整理する．なお，式や図表の表記

は，原論文を参照する際に混乱が生じないように，できるだけ原論

文のものを用いているが，本論文の趣旨にしたがって，本論文の表

記に合わせたものや簡略化したものもある． 

3.1 節点移動がある場合の座屈長さ係数の意味について 11) 

 G ファクタ法は前提として均等な骨組を対象としたものである

が，座屈長さ係数を評価しようとする座屈検討柱の上下の柱，取り

つく梁の剛比が与えられ，骨組として節点が横移動するかしないか

が判定できれば，節点が横移動する場合は表 1 に示す各式で，横移

動しない場合は表 2 に示す各式を用いれば，機械的に座屈長さ係数

を算定できる．鋼構造座屈設計指針(1980)11)では，前提条件に近い

場合は G ファクタ法による座屈長さ係数は良い精度を持ち，そう

でない場合にはやや精度が劣るとしているとしていることに問題は

無いが，G ファクタ法による座屈長さ係数を別の観点から考える

と，3.3 節，3.4 節で示す層の座屈に関連したものと考えることがで

きる（層の座屈に関しては文献 14）を参照されたい）．すなわち，

多層骨組で柱脚のみ固定，ピンと異なる骨組の 2 層以上の G ファ

クタ法による座屈長さ係数は全く同じになることから，G ファクタ

法は層の座屈に関連した座屈長さ係数を与えていると考えられる

（付録 2，付録 3 参照）．  

3.2 均等な骨組の中の柱の PΔ効果によるモーメントや部材角の

拡大係数 17), 18) 

 均等な骨組の中の柱に対して，圧縮力 P と水平力によって生じ

る水平変位Δにより PΔ効果が生じ，圧縮力のない場合に比べて，

柱に生じる部材角や曲げモーメントは大きくなる．均等な骨組にお

いて，G ファクタを用いて，軸力の作用しない場合に対する柱の部

表 2 節点移動のない場合 

文献 座屈⻑さ係数評価式番号

１

2

3

文献4)
津田

（2002）

(T6.1)
2 2 tan

21 1
4 2 tan

A B A BG G G G
ππ
γπ γ

ππγ
γγ

   
  +    + − + =     

    

4 4 3 3 2 2 2 2 3 3 3 3

4 4 3 3 2 2 2 2 3 3 3 3

2 2

1679130 1733400 ( ) 749736 ( ) 1642383 158976 ( )
50220 72198 ( ) 37260 ( ) 95256 8904 ( )330

661869 ( )

A B A B A B A B A B A B A B A B

A B A B A B A B A B A B A B A B

A B A B

G G G G G G G G G G G G G G G G
G G G G G G G G G G G G G G G G

G G G G

πγ + + + + + + + += ⋅
+ + + + + + + +

+ + 3 3 2 2 4 4 2 2

2 2 4 4 2 2 2 2 3 3

2 2 2 2

158976 ( ) 661869 ( ) 13824( ) 132720 ( )
45819 ( ) 848( ) 10340 ( ) 20658 940( ) 4416 ( )

251382 251382 11060(

A B A B A B A B A B A B A B

A B A B A B A B A B A B A B A B A B

A B A B

G G G G G G G G G G G G G G
G G G G G G G G G G G G G G G G G G

G G G G G

+ + + + + + + +
+ + + + + + + + + + +

+ + 3 3 2 2

2 2
) 48000 ( ) 8775 3840( ) 675( ) 50

900 384( ) 75( ) 6
A B A B A B A B A B A B

A B A B A B

G G G G G G G G G G G
G G G G G G

+ + + + + + + + +
+ + + + +

4 3 2

4 3 2
13824 11060 3840 675 50

848 940 384 75 6330
B B B B

FIX
B B B B

G G G G
G G G G

πγ + + + += ⋅
+ + + +

4 3 2

4 3 2
1679130 1733400 749736 158976 13824

50220 72198 37260 8904 848330
B B B B

PIN
B B B B

G G G G
G G G G

πγ + + + += ⋅
+ + + +

文献8)
王

五十嵐
（2011）

( )
2 3

2 3 2 3 2 2 20.5 0.258 0.165 0.0534 0.26 0.12 0.047 1.72 1.33 0.61γ 1 1 1 1 1 1
1 1 1

    Ω Ω Ω = + Ω − Ω + Ω + Ω − Ω + Ω − +    Ω Ω Ω    
{ }1tan max( , )A BG G−

1Ω = { }1
2 tan min( , )A BG G−Ω =

4

文献10)
高田
多田
向出

（2015）

文献9)
高田

（2014）

( )

( )

*

*

2 7 ) 2 7 17 16
*

2 10 2 5 ) 2 5 17 4
*

A B A B A B

A B A B A B

G G G G G G

G G G G G G

η
ηπγ

η
η

 1( + + − ⋅ + ⋅ + 
 = ⋅
 1( + + − ⋅ + ⋅ + 
 

2 4
* 2 4

B

A

G

G

η
+

=
+

( )

( )

*

*

2 7 ) 2 7 18.9 17
*

39.4 2 5 ) 2 5 15.1 3
*

A B A B A B

A B A B A B

G G G G G G

G G G G G G

η
ηπγ

η
η

 1( + + − ⋅ + ⋅ + 
 = ⋅
 1( + + − ⋅ + ⋅ + 
 

2 4
* 2 4
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A
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G

η
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=
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(T7.1)

(T7.2)

(T7.3)

(T8.1)

(T9.1) (T9.2)

(T10.1) (T10.2)5

(T8.2) (T8.3)
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材角，曲げモーメントの拡大係数 amを評価できることを文献 17)で

示している．すなわち拡大係数 am として，式(5)を示している．式

(5)中の GA，GB は式(T1.2)，式(T1.3)で計算される G ファクタであ

る．また，Z は柱剛性パラメータであり，次式で定義される． 

  
2

c

c

PhZ
EI

=  (6) 

式(6)右辺の P は当該柱の軸力，hcは材長，E はヤング係数，Icは断

面 2 次モーメントである．また，拡大係数がα以下となるための柱

剛性パラメータの制限値 Zαを式(7)のように提示している．文献

18)では，ブレース付き均等骨組に対して拡大係数 amや制限値 Zαの

評価式を示している． 

 図 4(a)には，柱の細長比λと軸力がない場合の柱部材角 0R に対す

る軸力のある場合の部材角 R の比 R/0R，軸力がない場合の曲げモ

ーメント 0M に対する軸力のある場合の曲げモーメント M の比

M/0M，式(5)で示す拡大係数 am の関係を示している．図中の ny は

柱の軸力比（=作用軸力/降伏軸力）であり，G ファクタが GA=GB=1

の場合を示している．図より式(5)の amで精度良く R/0R や M/0M を

評価できることが分かる．図 4(b)には，G ファクタ GB と拡大係数

がα以下となるための制限値 Zαの関係を示している．なお，図中の

λcは基準化細長比である． 

3.3 1 層多スパン骨組の座屈・層の座屈（坂本の方法）11), 12) 

 坂本順博士は，文献 11)で，不均等な一層多スパン骨組に対して

G ファクタ法により算定した座屈長さ係数を第 1 近似として精度を

向上させる方法を示している（文献 13)では，この方法を坂本の方

法と呼んでいる）．文献 11)では，図 5 に示す 1 層多スパン骨組の 0

通りの柱の座屈荷重 Pcr を，下式のように示している．ここに， 
iγ

（i=0, 1, ... s）は i 通りの柱の G ファクタ法により求めた座屈長さ

係数である．  

  

( ) ( ) ( )2 2 2
20 1 1

2
1

1/ 1/ 1/

1
s s c

cr
s

EIP
h

γ β γ β γ π
α α

+ + ⋅⋅ ⋅ +
= ⋅

+ + ⋅ ⋅ ⋅ +
 (8) 

上式(8)の両辺に（ 11 sα α+ + ⋅⋅ ⋅ + ）を乗じて式(9)のように表記する

と，座屈するときの一層多スパン骨組の柱に作用している圧縮力の

総和は G ファクタ法を用いて骨組内の各柱の座屈長さ係数を算定

し，各柱の座屈荷重を加えたものに等しいことを意味していること

表 3 補剛材がついて節点移動がある場合 

文献 座屈⻑さ係数評価式番号

１
文献5)
城⼾
津田
(2007)

2 2 2 2

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

5 20 ( ) 24( ) 63( ) 54
1 9(3 2 ) ( ) (30 7 ) (6 2 )( ) (45 6 )( ) (54 )
2 2

A B A B A B A B A B A B
SWY

H A B H A B A B H A B H A B H A B H

G G G G G G G G G G G G

k G G k G G G G k G G k G G k G G k
γ

π π π π π π

+ + + + + + + +=
+ + + + + + + + + + + + +

2

2 2 2 2

24 63 54
9(6 2 ) (45 6 ) (54 )
2

B B
FIX

H B H B H

G G

k G k G k
γ

π π π

+ +=
+ + + + +

2

2 2 2 2

5 20 24
1 (3 2 ) (6 2 )
2

B B
PIN

H B H B H

G G

k G k G k
γ

π π π

+ +=
+ + + +

(T11.1)

(T11.2) (T11.3)

(7) 

(5) 

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

0 20 40 60 80 100 120

R/0R
M/0M

am

ny=0.7

GA=GB=1

0.30.5

λ

R/0R

M/0M

am

n=0.1

式(5)

0

0.5

1

1.5

2

0 2 4 6 8 10
GB

Zα

α=1.6

1.2 1.1 1.05

GA=GB

GA=1.25GB
GA=1.5GB

nyλc
2=0.1

nyλc
2=0.2

P

α=1.4

式(7)

図 4 部材角や曲げモーメントの拡大係数 17) 

(b) 拡大係数をαにするため 
  の柱剛性パラメータ Zα 

(a) 拡大係ｚ数 amと R/0R， 
  M/0M の比較 

図 5 不均等 1 層多スパン骨組 11) 

図 6 不均等骨組 12) 

(a) 基礎梁付き骨組 

Ic

1 i s-1 s0

β1Ic βiIc βs-1Ic βsIc

P α1P αiP αsPαs-1P

h

数値は座屈時の柱の圧縮力の

総和を各柱のオイラー荷重の

総和で除したもの 

固有値
解析

坂本の
方法

荷重1 0.361
荷重2 0.359

0.362

固有値
解析

坂本の
方法

荷重1 0.577
荷重2 0.575

0.582

(b) 柱脚固定骨組 

Ic : 断面 2 次モーメント 
基礎梁付き骨組 

柱脚固定骨組 

2 2 21 1
0.3 0.3 0.6 0.6(剛比)

2P 4P 3P 2P P
P
(荷重2)

(荷重1) P P P P

2 2 21 1
0.3

0.3
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Ph G G G G G G G G G GZ
EI G G G G G G G G G G G Gα

απ
α

+ + + + + + + −= ≤ ⋅
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2
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1
5 20 ( ) 24( ) 63( ) 5411
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がわかる． 

  ( )
( ) ( ) ( )
2 2 2

1
1 2 2 2

10

1 c c s c
s cr

s

EI E I E IP
h hh

π π β π βα α
γ γγ

⋅ ⋅
+ + ⋅ ⋅ ⋅ + = + + ⋅⋅ ⋅ +  (9) 

また，上式より各柱の座屈長さ係数は下式として得られる． 

  
 ( )  ( )

1
0 02 2

1 0 1 0

1

1
s

s s

α αγ γ
β γ γ β γ γ

+ + ⋅⋅ ⋅ +
= ⋅

+ + ⋅ ⋅ ⋅ +
 (10) 

  0
i

i
i

βγ γ
α

= ⋅   （i=1, 2, ... s） (11) 

 文献 13)で鈴木・森野らは，不均等長方形骨組の座屈荷重略算法

として坂本の方法と Wood の方法を組合せた算定法を提示している．

坂本の方法は，層の座屈荷重を坂本の方法を用いて算定し，それと

等しい左右対称な多層 1 スパン骨組を作ることに用いられている． 

 文献 12)で高田は，図 6 に示すような骨組に対して坂本の方法を

適用し，精度良く評価できることを示している．すなわち図 6 に示

す基礎梁付き骨組，柱脚固定の骨組に対して，柱頭部に作用する圧

縮力が各柱一定の場合（荷重 1）と梁部材長に比例した圧縮力を左

右の柱に等分配した場合（荷重 2）の固有値解析による座屈時の柱

軸力の総和は柱軸力分布によらずほぼ一定であること，また坂本の

方法による柱軸力の総和は固有値解析によるものと良い対応をして

いることを報告している（図 6 中の表参照）．しかしながら，これ

らは事例的な研究であるため，柱脚の固定度，骨組を構成する部材

の剛比，圧縮力分布などを変化させた検討が必要であろう． 

3.4 多層骨組の座屈・SI 法 14), 21) 

 文献 14)，21)で筆者らは SI 法と呼称した方法に関連して多層骨

組の座屈長さ係数を，G ファクタを用いて算定している（付録 4 参

照）．SI 法は建物に水平力を与え，線形 1 次解析結果を用いて，安

定性指標（SI）を算定し，SI=1.0 とした座屈条件式より座屈長さ係

数を算定するものであるが，G ファクタを用いると上記 1 次解析を

せずに安定性指標が算定できる．安定性指標 SI は上記 1 次解析に

よる層モーメントに対する PΔモーメントの比として定義されるが，

ほかには層の座屈荷重（≡座屈時の層の柱の負担軸力の総和）に対

する層の柱の負担軸力の総和としても良い 21)．層の座屈荷重は 3.3

節で示した坂本の方法で算定できる．すなわち，G ファクタ法によ

る各柱の座屈長さ係数を用いて，層の座屈荷重を坂本の方法を用い

て算定し，さらに座屈関連層(BAS (Buckling associated story))と言

う概念を用いて，構造システムの全体座屈としての座屈荷重の算定

法を文献 14)では示している． 

 図 7 に示す m 層 n スパンの骨組の層の座屈荷重は坂本の方法を

用いて式(12)で算定できる．式(12)右辺の Iijは i 層 j 列の柱の断面 2

次モーメント，Gγij は G ファクタ法で算定した i 層 j 列の柱の座屈

長さ係数，hiは i 層の階高である． 

  

( )
21

2
1

story

n
ij

i
j G ij i

EI
P

h

π

γ

+

=
=

⋅
  (i =1, 2, ..., m) (12) 

層の座屈荷重が求まると，下式で i 層の安定性指標 GSIiが算定でき

る（図 7 中の①～③を参照）． 

  

1

1
GSI

story story

n

ij
ji

i
i i

P
P

P P

+

== =


 (i =1, 2, ..., m) (13) 

各層の安定性指標を比較して，安定性指標が最大となる層（Gicr）

を座屈関連層（BAS）と呼んだ（図 7 の④参照）．骨組の座屈に関

する座屈長さ係数は，座屈関連層（ G cri 層）の安定性指標 GSI
G cri

が 1.0 となることが座屈条件式となり，Gicr層 j 通りの柱が負担する

軸力 G cri jP の Gicr 層の全負担軸力 G criP に対する比を式(14)のように

G cri jα とすると，座屈長さ係数の定義より，式(15)で座屈関連層の j

通りの柱の座屈長さ係数 G G cri jγ が算定できる． 

  1

1

G cr
G cr

G cr

i j
i j n

i k
k

P

P
α +

=

=


 (j =1, 2, ..., n+1) (14) 

  
2

G
G 1 2

1

SI1 G crG cr
G cr

G cr G cr
G cr

j
j nj

k
k

ii
i

i i
i

EI
hP

π
γ

α +

=

= ⋅ ⋅


  (j =1, 2, ..., n+1) (15) 

また，k 層 l 通りの柱の座屈長さ係数 G klγ は下式で表せる（図 7 の

⑤～⑦参照）． 

  G G
G cr G cr

G cr
G cr

kl
kl kl kl

i j i j
i j

i j

Z Z
Z Z Z Z
π πγ γ= = ⋅ = ⋅   (16) 

上式の G cri jZ ，Zklはそれぞれ，Gicr層 j 列，k 層 l 列の柱剛性パラメ

ータである． 

① 柱の負担する圧縮力 Pijと層が負担する全圧縮力 Pi 

② 層の座屈荷重 Pi story，③ 層の安定性指標，④ 座屈関連層 BAS 

⑤座屈関連層 BAS での層が負担する圧縮力に対する ij 柱の負担軸力の比 

⑥ 座屈関連層での j 列の柱の座屈長さ係数 

⑦ 任意の k 層 l 列の座屈長さ係数，⑧ 層の座屈に関する座屈長さ係数 

図 7 構造システムの全体座屈の座屈長さ係数(⑦)と層の座屈に関する座屈長さ係数(⑧)14), 21) 

1 2 (j)j-1 j+1 n+1・・・ ・・・

Pi1 Pi2 Pij

1

2

(i)

m

・
・
・
・

・
・
・
・

story

hi Pi(n+1)

1

1

n

i ij
j

P P
+

=
=

1

1 1
1

n

j
j

P P
+

=
=

1

1

n

m mj
j

P P
+

=
=

iP①

1G iγ 2G iγ G ijγ ( 1)G i nγ +

Pm1 Pm2 Pmj Pm(n+1)1G mγ 2G mγ G mjγ ( 1)G m nγ +

P11 P12 P1j P1(n+1)11G γ 12Gγ 1G jγ 1( 1)G nγ +

i storyP②

( )
21

2
1

n
ij

i story
j G ij i

EI
P

h

π

γ

+

=
=

⋅


( )
21

1
1 2

1 1 1

n
j

story
j G j

EI
P

h

π

γ

+

=
=

⋅


( )
21

2
1

n
ij

m story
j G mj i

EI
P

h

π

γ

+

=
=

⋅


GSIi③

GSI i
i

i story

P
P

=

GSI m
m

m story

P
P

=

( ){ }Gof max SI 1,2,...,G cr ii i i m= =④

1

1

G cr

G cr

G cr

i j
i j n

i k
k

P

P
α +

=

≡


⑤

1
G 1

1
SI

story

P
P

=


2

G
1 2

1

SI1 G cr G cr

G cr

G cr G cr
G cr

i i j
G i j n

i j i
i k

k

EI
hP

π
γ

α +

=

= ⋅ ⋅


⑥

 
G

G cr

G cr

i j
G kl i j

kl

Z
Z

γ γ= ⋅⑦


2

G
1 2

1

SI1* iji
G ij n

ij i
ik

k

EI
hP

π
γ

α +

=

= ⋅ ⋅


⑧

h1

hm

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

— 1078 —



  

 層の座屈に関する座屈長さ係数 G *ijγ は，各層の安定性指標 GSIi

を 1.0 とすることにより，下式で計算できる（図 7 の⑧参照）． 

  
2

G
G 1 2

1

1 SI* iji
ij nij i

ik
k

EI
hP

π
γ

α +

=

= ⋅ ⋅


  (17) 

 図 8(a)に示す 8 層 2 スパン骨組で，1 層の柱および梁の剛比 k が

1.0，剛比低減係数 r が 0.8 と 1.0 に対して，図 8(b)，(c)に層の座屈

に関する座屈長さ係数 G 1*iγ ，構造システムの全体座屈に関する座

屈長さ係数 G 1iγ を，SI 法で算定した SI 1*iγ （層の座屈）， SI 1iγ （全

体座屈），座屈たわみ角法による正解 exactγ とともに示す（座屈長さ

係数は側柱の座屈長さ係数である）．表 4 には，上記座屈長さ係数

に加えて，安定性指標 GSIi，SI 法による安定性指標 SIi の値，また

各安定性指標間，各座屈長さ係数間の比較を示している（SI 法で

の水平力は図 8(a)の荷重に対応した各層の支える軸力分布と層せん

断力分布が同一となるように与えた場合である 14)）． 

 図 8(b)，(c)より層の座屈，全体座屈ともに G ファクタを用いた

座屈長さ係数は SI 法によるもの，正解と良く対応していることが

観察される．表 4 の(11)列より，全体座屈に関する座屈長さ係数

G 1iγ は，正解と比較して剛比低減係数 r が 0.8，1.0 に対して 2%，

6%程度の差で評価できていることが分かる．また，座屈関連層

(BAS)は表 4 の(1)列に示すように r が 0.8，1.0 に対して，それぞれ

4 層・5 層と 2 層となるが，これらは表 4 の(2)列に示す SI 法による

座屈関連層と一致している．以上示したように，G ファクタと座屈

関連層の概念を用いることにより，層の座屈や全体座屈に関する座

屈長さ係数を概ね評価できることが分かる． 

3.5 吹抜け層のある骨組の吹抜け長柱の座屈長さ係数 15), 16) 

 文献 15)で三谷らは吹抜け層のある骨組の吹抜け長柱の座屈長さ

係数に関連して，図 9(a)に示す骨組に対して，図 9(b)に示すように

1 層の各柱の座屈荷重を節点移動があるとして G ファクタ法により

算定した座屈長さ係数により求め，その時の 1 層柱の全負担軸力

と，図 9(c)に示す吹抜け長柱の座屈荷重 0
crN を図 9(d)に示す（三谷

らが提案した）その上下の柱および取りつく梁の座屈時の拘束度を

考慮した G ファクタを用いることにより算定し，その時の 1 層の

負担軸力を比較することにより，長柱の単独座屈と骨組全体の節点

移動のある座屈のどちらが生じるか判定できるとしている．すなわ

ち下式(18)を長柱が単独座屈する条件式として提示している． 

  0
,i cr cr iN Nλ φ⋅ <   (18) 

上式のλi は長柱の荷重係数を 1 とした時の各柱の荷重係数，N0
cr は

三谷らが提案した方法による長柱の弾性座屈荷重，Ncr,i は節点移動

があるとしたときの G ファクタ法により算定した座屈長さ係数を

用いた座屈荷重，φは低減係数である（低減係数φとして取るべき

数値は論文中には記載されていない）． 

図 8 G ファクタ法による座屈長さ係数を用いた多層多スパン骨組の座屈長さ係数 14) 
(b) r=0.8 の時 (c) r=1.0 の時 

(a) r=0.8 の場合 
表 4 G ファクタ法による座屈長さ係数を用いた多層多スパン骨組の座屈長さ係数 14) 

(b) r=1.0 の場合 
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 文献 16)で筆者らは文献 15)の方法を拡張坂本・三谷の方法と呼

び，図 10(a)に示す補剛骨組が剛である場合の吹抜け長柱の座屈長

さ係数 
SWYγ を下式(19)のように提示している．ここにμi1は補剛骨組

の中の 1 層 i 通りの柱の負担軸力の吹抜け長柱の負担軸力 N0 に対

する比であり， 1iμ は補剛骨組の 1 層柱の負担軸力比の総和であ

る．ηは吹抜け長柱の曲げ剛性に対する補剛骨組の柱の曲げ剛性の

比，s は補剛骨組の層数，b は補剛骨組のスパン数（b+1 は柱の

数），GγSWYは節点移動があるとして G ファクタ法により求めた吹抜

け長柱の座屈長さ係数である． 

  



( )

1

1
1

2
2

1

11

b

i
i

SWY

G SWY

s b

μ
γ

η
γ

+

=

+
=

⋅ ⋅ + +



 

(19)

 
 式(19)による座屈長さ係数 

SWYγ と正解γ の比較を図 10(b)に示す．

図 10(a)では， 1iμ =7，s=3，b=2，GγSWY=1.822(式(T1.1)による)，

である．図 10(b)の赤点線で式(19)より算定した座屈長さ係数 
SWYγ

と曲げ剛性比η (=ΕΙ/ΕΙ0)の関係を，青実線で座屈たわみ角法を用い

て算定した座屈長さ係数γとη の関係を示している．図中の点 Q よ

り曲げ剛性比が小さい範囲で，式(19)で精度良く正解の座屈長さ係

数を評価できていることが分かる．座屈たわみ角法による座屈長さ

係数γ は図中の点 P での曲げ剛性比ηNS より大きな曲げ剛性比では

座屈長さ係数γは一定となる．しかしながら，式(19)は柱剛性比ηが

無限大になると 0 になる．これは節点移動が生じる座屈モードのみ

を考えていることに起因し，実際には節点移動のない座屈となり座

屈たわみ角法での算定結果のように座屈長さ係数には下限がある．

座屈長さ係数の下限については 3.7 項で示す． 

 今後の課題として，梁が剛でない場合や，吹抜け長柱の上に柱が

存在する場合，吹抜け長柱が複数本存在する場合などの拡張坂本・

三谷の方法の適用可能性を検討する必要がある． 

3.6 骨組の中の柱が節点移動しない場合 22) 

 文献 22)で筆者らは，図 11(a)に示す回転ばねのついた圧縮材の曲

げ座屈に関する隣接部材の影響について考察し，隣接圧縮材が座屈

検討柱に及ぼす影響を回転拘束に置換した時の回転ばね剛性を考慮

すると，座屈検討柱の材端には負の回転ばね剛性を持つ場合があり，

その時，G ファクタは負の値となること，図 11(b)に示すように G

ファクタが負となる場合でも式(T7.1)は適用できることを示してい

る．また，一般的には節点移動のない場合には，座屈長さ係数は

1.0 以下と言われているが G ファクタが負となる場合には，1.0 を

超える場合があることを示している．さらに，図 11(a)に示す AB

部材が BC 材に完全に拘束される「柱 AB 完全被拘束域」，BC 部材

が完全に拘束される「柱 BC 完全被拘束域」，どちらでもない「同

時座屈域」があること，これら 3 者の境界の限界曲げ剛性比ξ の G

ファクタを用いた算定法を示している．なお，図 11(b)と同様な図

は文献 23)でも示されている． 

3.7 補剛材・補剛骨組のついた節点移動のある骨組 5), 24),  12), 25) 

 文献 5)で筆者らは，均等なブレース付き多層多スパン骨組の座

屈長さ係数を式(T11.1)のように提示した．また，文献 24)では指定
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した座屈長さ係数γ を与えるためのブレースの必要剛性評価式を式

(20)のように提示した． 

( )

( )

2
2 2

1

sin 12 1 cos
1

1 36 sin cos
6

req H

A B

A B A B

k

G G

G G G G

π π π
γ γ γ

γ
π π π π π
γ γ γ γ γ

=
        + + −               +
             − − +                       

 (20) 

さらに，座屈長さ係数γ =1 とするためのブレースの必要剛性は，式

(20)にγ=1.0 を代入することにより，下式となることを示してい

る． 

  

( )2

1
241

req H

A B

k

G Gπ

=
+

+

 (21) 

 文献 12)で高田は，図 12 に示す骨組でブレースの水平剛性が大

きくなると節点移動のない座屈モードを呈するが，その時の座屈荷

重は，柱剛性パラメータの一番大きい C2 の柱に取りつく梁の座屈

モードより，他端ピン，固定と想定できる場合は，G ファクタの算

定に梁剛比を 1.5 倍，2.0 倍にして G ファクタ法により計算すれば

固有値解析結果と良く対応することを報告している． 

 文献 25)で筆者らは，図 13 に示すように，吹抜け長柱(AB)に対

する多層多スパンとなる座屈補剛骨組を骨組(DFJH)のように 1 層 1

スパンのロ形骨組に置換し，曲げ剛性比ηが大きくなった時の挙動

を検討している．図 14 に図 13 に示す骨組の中の吹抜け長柱の座屈

長さ係数(γFRM，γNS)と曲げ剛性比ηの関係を示す．座屈長さ係数γFRM

は座屈たわみ角法を用いた骨組としての座屈解析による吹抜け長柱

の座屈長さ係数であり，γNS は吹抜け長柱は節点移動しないとし，

柱頭柱脚にとりつく梁の拘束を G ファクタで考慮して算定した座

屈長さ係数である．柱脚ピン，基礎梁有り，柱脚固定の各場合で補

剛骨組の柱頭に作用する軸力比（μ1, μ2）を図 14 中に示す①～③の

三通りで計算をしている．図 14 中の太線は座屈たわみ角法による

結果である．太い実線①～③は大きく違うことから，補剛骨組の柱

に作用する圧縮力が補剛骨組の水平剛性に大きく影響することが推

(a) 3 点支持される柱 

図 11 回転ばねのついた圧縮材の曲げ座屈に関する隣接部材の影響 22) 

(b) G ファクタと座屈長さ係数 
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図 12 ブレース付き骨組の中の柱の座屈長さ係数 12) 

① KA, KB, KC ：回転ばね剛性 
② rA, rB, rC ：無次元回転ばね剛性 
③ EI1 ：曲げ剛性，④ ξ：曲げ剛性比 

柱 AB に対する柱 BC による等価回転ばね

剛性を columnrBC とすると，点 B での無次元

回転ばね剛性 totalABrB，GB は下式となる． 
 totalABrB=rB+columnrBC，GB=2/ totalABrB 
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図 13 解析モデル 25) 

kc：C2 柱の剛比 
Lkb：左梁の剛比 
Rkb：右梁の剛比 
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図 14 座屈長さ係数－曲げ剛性比関係 25) 図 15 座屈モード 25) 
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察される．図中の水平線は図 13 の点 D，点 F で取りつく梁（AD，

BF）がピンあるいは固定の場合の G ファクタ法による式(T7.1)～

(T7.3)で算定した座屈長さ係数である（ピンの場合は通常の G ファ

クタの 1/1.5 倍，固定の場合 1/2.0 倍となる）．曲げ剛性比ηが大き

くなるにつれて梁遠端が固定の座屈長さ係数に近づくのが観察され

る．図 15 には図 14 中の A1，A2，．．．，C3点での座屈モードを示し

ている（座屈モードは文献 26）によるソフトウエアにより求め

た）．A1，A2，B1，B2，C2 点のように骨組の節点が移動する場合で

も，長柱の座屈長さ係数が 1.0 以下となる場合のあることが分か

る． 

 

４. 結 

 本論文は，いわゆる G ファクタや，G ファクタ法により算定さ

れた座屈長さ係数がどのように活用できるかを既往の論文に基づい

て整理し，レビューしたものである．本論文の内容は以下のように

纏められる．なお，活用方法の現況は下記項目の 3)～6), 8)となる． 

1) G ファクタ法による座屈長さ係数を陽に表現している式を表 1

から表 3 に示した． 

2) 節点移動のある場合の G ファクタ法による座屈長さ係数は，層

の座屈に関連した座屈長さ係数を与えている（3.1 節参照）． 

3) G ファクタを用いて，均等な骨組の中の柱の PΔ効果による曲げ

モーメントや部材角の拡大係数を算定できる（3.2 節参照）． 

4) G ファクタ法による座屈長さ係数を用いて層の座屈荷重を算定

できる（坂本の方法．3.3 節参照）．  

5) 層の座屈荷重と座屈関連層の概念を用いることにより，G ファ

クタ法で算定した座屈長さ係数を元に，多層多スパン骨組の節点

移動のある場合の座屈長さ係数を算定できる（3.4 節参照）． 

6) 吹抜け層がある骨組が節点移動して座屈するときの座屈荷重を

算定できる（拡張坂本・三谷の方法．3.5 節参照）． 

7) 隣接部材の影響を考えると，回転ばね剛性が負となる場合があ

り，その時には G ファクタが負となる．また G ファクタが負と

なる場合も式(T7.1)が適用できる（3.6 節参照）． 

8) 補剛材が付いた時の柱の座屈長さ係数や，指定した座屈長さ係

数を与えるための必要剛性の評価式が提示されている．補剛骨組

の水平剛性が大きくなり，節点移動がない場合の柱の座屈長さ係

数は，柱剛性パラメータの大きい柱に取りつく梁の遠端の境界条

件が予測できれば G ファクタを用いて算定できる．（3.7 節参照）． 
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付録 1 G ファクタと G ファクタ法 
 表 1 の式(T1.2)，式(T1.3)で示される GA，GBを G ファクタと呼ぶ．また， 
節点移動のある場合は本文表 1 の式(T1.1)に基づいて，節点移動のない場合

は本文表 2 の式(T6.1)に基づいて，座屈長さ係数を求める方法を G ファクタ

法と呼ぶ． 
 
付録 2 G ファクタ法による座屈長さ係数の意味 
 鋼構造座屈設計指針 11)(初版 1980)では，付図 1 の骨組に対して，付表 1 の

座屈長さ係数を示し，G ファクタ法は「骨組の各柱材がそれ自身に載荷され

る軸荷重と材端拘束の下で座屈し，かつ，骨組の全柱材が同時的に座屈する

ことを前提条件として導かれたものである」として，前提条件に近い r=0.8
の場合は G ファクタ法による座屈長さ係数は良い精度を持ち，そうでない場

合（r=1.0）にはやや精度が劣るとしている．ところで，骨組の座屈に関し

て，本文式(6)に示す柱剛性パラメータ Z は各柱間に関係があり，座屈長さ

係数はπ/Z であるから，座屈長さ係数もそれぞれの柱の間で関係があるが，

G ファクタ法により得られた座屈長さ係数はあるべき柱間の関係とは全く無

関係に算定される． 
 付図 1 のように 1 スパン多層骨組の各層の左右の柱が同じで，さらに負担

Gγ γ i GSIi Z i Gγ γ i GSIi Z i

6 1.45 3.26 2.10 1.00 3.58 1.43 2.11 6.24 1.75 2.22
5 1.60 2.31 5.12 1.41 2.53 1.55 1.67 11.73 2.21 1.75
4 1.60 1.88 7.68 1.73 2.07 1.55 1.52 14.08 2.42 1.60
3 1.60 1.63 10.24 2.00 1.79 1.55 1.47 15.02 2.50 1.55
2 1.60 1.46 12.80 2.24 1.60 1.55 1.47 15.02 2.50 1.55
1 1.28 1.33 9.83 2.45 1.46 1.26 1.50 9.53 2.45 1.58

層i
r =1.0 r =0.8

1.10 1.05


G iγ 

G iγ /G iiγ γ  /G iiγ γ

付表 3 G ファクタ法による座屈長さ係数( Gγ )を元に算定した座屈長さ係数( G iγ ) 

Ic

P P

P P

P P

P P

P P

P PrIc

rIb

r2Ib

r3Ib

r4Ib

r5Ib

r2Ic

r3Ic

r4Ic

r5Ic
h

h

h

h

h

h

l

Ib

1.0b cI h I l⋅ ⋅ =

G γ γ G γ γ
6 1.45 3.26 1.43 2.11
5 1.60 2.31 1.55 1.67
4 1.60 1.88 1.55 1.52
3 1.60 1.63 1.55 1.47
2 1.60 1.46 1.55 1.47
1 1.28 1.33 1.26 1.50

層 r =1.0 r =0.8

付表 1 G ファクタ法による 

    座屈長さ係数 Gγと正解γ の比較 11) 

付図 1 1 スパン 6 層骨組

付表 2 付図 1 で柱脚がピンの場合の 

    座屈長さ係数 Gγと正解 27)γ の比較 

G γ γ G γ γ
6 1.45 5.68 1.43 3.27
5 1.60 4.01 1.55 2.58
4 1.60 3.28 1.55 2.36
3 1.60 2.84 1.55 2.28
2 1.60 2.54 1.55 2.28
1 2.63 2.32 2.57 2.33

層 r =1.0 r =0.8

0

1

2

3

4

5

6

7

1 1.5 2 2.5 3 3.5 4

r =1.0r =0.8

γi

γi

story

(正解)

(式(A5))

2

i
c

PhZ
EI

 
 ×
  

2

2SIG i
c

Ph
EIπ

 
× 
  


G iγ

付図 2 座屈長さ係数の比較 


G iγ
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軸力が同じ場合には，層の座屈としたときの座屈長さ係数と，G ファクタ法

による座屈長さ係数は以下のように同じとなる． 
 G ファクタ法により求めた i 層の柱の座屈長さ係数を Gγiとすると，層の座

屈荷重 Pi storyは坂本の方法により，下式で得られる．Ic，Ibはそれぞれ 1 層の

柱，梁の断面 2 次モーメントである． 

  
( )

( )

2 1

22
i

c
i story

G i

E r I
P

h

π

γ

−⋅ ⋅
= ⋅

⋅
 （i=1, ..., 6） (A1) 

i 層の安定性指標 GSIiを，i 層の座屈荷重 Pi storyに対する i 層に作用する軸力

2(7－i)P との比として算定すると，下式が得られる 14), 21)． 

  
( )

( )
( )

( ) 2 2

1 22 1

2

2 7 7
SI

2

G i
G i ii

cc

G i

i P i Ph
r EIE r I

h

γ
ππ

γ

−−

− − ⋅
= = ⋅

⋅ ⋅
⋅

⋅

 （i=1, ..., 6） (A2) 

GSIi=1 が層の座屈に関する座屈条件式となるので，i 層の柱（1 本分）の座屈

荷重 Pi crとして次式が得られる． 

  ( ) ( )
( )

2 1

27
i

c
icr

G i

E r I
P i P

h

π

γ

−⋅ ⋅
= − =

⋅
　  （i=1, ..., 6） (A3) 

したがって，層の座屈としての座屈長さ係数も G iγ となり，この場合は G フ

ァクタ法による座屈長さ係数と層の座屈長さ係数は同じとなる． 
 スパン数が 2 より多い場合や 1 スパンでも同じ層の柱の負担軸力が違う場

合には，G ファクタ法による座屈長さ係数と層の座屈として算定した座屈長

さ係数は同じにはならないが，G ファクタ法による座屈長さ係数は層の座屈

に関連の深い座屈長さ係数であると考えるのが適切であると考えられる． 
 例えば，付図 1 に示す骨組で柱脚がピンの骨組を考えると，G ファクタ法

による座屈長さ係数と正解の座屈長さ係数は付表 2 に示すようになる．G フ

ァクタ法による座屈長さ係数は柱脚固定と柱脚ピンで第 1 層の柱の座屈長さ

係数が異なるだけで 2 層以上の座屈長さ係数は同じ値となる．柱脚ピンの場

合には，柱脚固定の場合には正解値と良く対応していた r=0.8 の場合でも正

解値とは大きく異なることが観察されることから，上記のように G ファクタ

法による座屈長さ係数は層の座屈に関連の深い座屈長さ係数であると考える

のが適切である． 
 
付録 3 座屈関連層(BAS)と全体座屈での座屈長さ係数 
 付図 1 に示す骨組に対して，i 層の安定性指標 GSIiは式(A2)より，i 層の柱

の柱剛性パラメータ Ziは式(A4)より，付表 3 のように求まる．なお，層の座

屈に関する座屈長さ係数は，付録 2 で示したように，付表 1 に示した座屈長

さ係数 Gγ に等しい． 

  
( )

( )
2 2

11

7 7
i ii

cc

i Ph i PhZ
EIrE r I −−

− −
= = ⋅

⋅ ⋅
 （i =1, 2, ... 6） (A4) 

安定性指標 GSIiの最大値は r=1.0 の時，第 2 層の 12.80，r=0.8 の時，第 2 層

と第 3 層の 15.02 となる．すなわち，座屈関連層(BAS)は r=1.0 の時は第 2 層，

r=0.8 の時は第 2 層と第 3 層となる．すなわち r=1.0 の時，座屈関連層 Gicrは

Gicr=2 で 1.60G crG iγ = , 2.24G criZ = ， r=0.8 の時 Gicr=2, 3 で 1.55G crG iγ = , 
2.50G criZ = である． 

 骨組全体の座屈に関する j 層の座屈長さ係数 
G iγ は下式で算定できる． 

   G cr
G cr

i
G G ii

i

Z
Z

γ γ= ⋅  （i =1, 2, ... 6） (A5) 

 付表 3 にこのようにして算定した座屈長さ係数 G iγ を正解のγi とともに示

す．また，付図 2 に座屈長さ係数と層 i の関係を示している．表中の G iiγ γ
によれば，正解との比は r=1.0 の場合に 1.10，r=0.80 の場合に 1.05 となり，

1 割以内の誤差で正解値の座屈長さ係数を評価できると言える．なお，この

場合の座屈長さ係数 
G iγ は，各柱間でのあるべき関係に整合しているので，

層によらず G iiγ γ は一定の値を取る． 
 
付録 4 SI 法 14), 21) 
(a) 安定性指標 SIiの算定 

 付図 3 に示す m 層 n スパンの骨組で，その形状・寸法は与えられているも

のとする．ヤング係数を E，i 層 j 通りの柱の断面 2 次モーメントを Iij，負担

軸力を Pijとする．また，i 層の全負担軸力を Piとする． 
 各階の床位置に水平力を載荷し，各層の層間変位を，線形 1 次解析（微小

変形理論による弾性解析）プログラムを用いて算定する．本論文では，i 層

の層せん断力を Qi，層間変位をΔi とし，i 層の階高を hi とする．各層の安定

性指標（SI）を層モーメントに対する PΔモーメントの比として式(A6)で算

定する．下式では i 層の SI を SIiと表記している． 

  

1

1SI

n

ij i
ji i

i
i i i i

P
P
Q h Q h

Δ
Δ

+

=
⋅

⋅
= =

⋅ ⋅


 (i =1, 2, ..., m) (A6) 

(b) 座屈長さ係数 SIγ の算定（構造システムの全体座屈） 

 各層の安定性指標 SIi を比較し，一番大きな値となる層をクリティカルな

層 icrと考える．この層を座屈関連層（Buckling associated story：BAS）と呼

ぶ．クリティカルな層の SI cri が 1.0 となる時が座屈条件式となり，icr 層 j 通
りの柱が負担する軸力 cri jP の icr層の全負担軸力 criP に対する比を式(A7)のよ

うに cri jα とすると，座屈長さ係数の定義より，式(A8)でこの柱の座屈長さ係

数 SI cri jγ が算定できる．  

  
1

1

i j i j
i j n

i
i k

k

cr cr
cr

cr
cr

P P

P
P

α +

=

= =


 (j =1, 2, ..., n+1) (A7) 

  
2 2

SI 2 1 2

1

SI1 1i i j i i j
i j n

i j i i i ji i
i k

k

cr cr cr cr
cr

cr cr cr crcr cr
cr

EI EI

Q h h hP

π π
γ

α α +

=

Δ
= ⋅ ⋅ = ⋅ ⋅

⋅ 
  

 (j =1, 2, ..., n+1) (A8) 

 任意の k 層 l 通りの柱の座屈長さ係数 SI klγ は，一般的な k 層 l 通りの柱剛

性パラメータ Zklを式(A9)で定義すると，k 層 l 通りの柱の座屈長さ係数 SI klγ
は式(A10)で求めることができる． 

  
2

kl k
kl

kl

P h
Z

EI
⋅

≡  (k =1, 2, ..., m, l =1, 2, ..., n+1) (A9) 

  SI SI
i j i j

kl i j
kl i j kl kl

cr cr
cr

cr

Z Z
Z Z Z Z
π πγ γ= = ⋅ = ⋅  (k =1, 2, ..., m, l =1, 2, ..., n+1) (A10) 

(c) 座屈長さ係数 SIγ ＊の算定（層の座屈） 

 式(A6)において， SIi が 1.0 となる時が座屈条件式となり，層の座屈に関

する座屈長さ係数 SI *ijγ は式(A11)で求めることができる．  

  
2

SI 1 2

1

SI1* iji
ij n

ij i
ik

k

EI

hP

π
γ

α +

=

= ⋅ ⋅


 (i =1, 2, ..., m, j =1, 2, ..., n+1) (A11) 

式(A8)と式(A11)を比較すると分かるように（式(A11)で i=icr とすると）， 
SI SI *i j i jcr crγ γ= である．すなわち，座屈関連層(BAS)では，構造システムの

全体座屈および層の座屈に関わる座屈長さ係数は等しい． 
 
 

1 2 (j)j-1 j+1 n+1・・・ ・・・

Qi1 Qi2 Qij Qi(n+1)

1

2

(i)

m・・
・
・
・

・
・
・
・
・

story

hi

H1

H2

Hi

Hm

(b) i 層の ij 柱近傍の諸量 

付図 3 m 層 n スパン骨組 14) 
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EIij
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(a) 骨組に作用する水平力と柱のせん断力 
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